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「環境投資 に関す る諸論 と環境会計」

高 瀬 智 章

これ までに諸研究者 ・機 関が提示 してきた環境会計技 法お よび概念 は、多様性 に

富んでい る。 この点 に関 して、特 に情報 の比較 可能性 を重視す る観 点か ら、環境会

計技法を統一すべ きである とい う考 え方 は根 強い。 また、実務 における環境会計実

施における指針 が必要であ るとい う観点 か らも、環境会計技法 を統一化すべ きであ

る とい う考 え方が強 く支持 され てお り、関連諸機 関等が統一的な環境会計技法 の提

唱 を試み ている。

しか し筆者は、環境会計が有す る多様性 に着 目し、この点 を無視 した環境会計技

法の提唱 ・実施 は適切 ではない と考 えている。すなわち、環境会計技法の統一化は、

情報有用性 を保持す る とは限 らない とい う考 え方である。特 に、企 業の環境問題解

決 に関す る取 り組み(以 下、環境保 全活動 と称 す る)の 多様性、企 業の規模 の多様

性、企業 の経営活動 の多様性等 とい った諸側 面 を考慮 した場合、統一一的な技法 で環

境関連情報 を情報化す るこ とには相 当な困難が伴 うと考 えるか らであ る。

上記の点か ら筆者 は、環境会計 を管理会計の よ うな企業 ごとの情報有用性 を重視

した、多様性 を包含 した技法 として位 置づ けるこ とが重要だ と考 えている。そ して、
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適切 な技法 ・概念 を提示 してい くことによって、情報有用性 を保持 し うる とも考 え

てい る。

ただ し、概 念 もしくは技法 の両面において、完全に統一性 を有 さない とい うこと

では、必ず しもない。 すなわち、情報 の比較 可能性 が完全 に喪失 され るよ うでは、

環境 会計技法 によって作成 された情報 の有用性 は低い と考 えなけれ ばな らないか ら

である。 この点に関 して、企業 は営利主体で ある とい う既存の考え方 も考慮 し、環

境保 全活動 に対す る資金 その他 の投入面 と、そ こか ら得 られ る環境保全効果や環境

保全活動 を通 じて得 られた支 出の回避 とい った産 出面の情報 を併記す る とい う基本

構造を有す る とい う点 をもって、統一性 を持 たせ るものである。

これは、筆者 が、環境会計 は環境 問題解決 に資す る情報 を提供す るツールである

とい うことが、環境会計に求め られ る最低限の要求で あると考 えているこ とに起 因

す る。 そ して、その上で、企業 は営利 主体 として、経済的な独立を果 た さな けれ ば

な らない とい う、きわ めて現実的な要求 も、環境会計 は十分 に考慮 しなければな ら

ない と考えてい るか らである。す なわち、企業は適切 な環境保全活動 を展開 しつつ、

同時にその経営活動 を継続 し、組織 を存続 させ ねばな らない。 この二つの要求に対

して有用 な情報を提供す る技法で あることを、環境会計は要求 され ている と筆者 は

考 えてい る。

上記の筆者が提示す る環境会計技法 の基本構造 に見 られ る、投入 面の金銭的な情

報 、すなわち貨幣数値化が可能 な情報 を どの よ うに呼称す るかは、今 なお統一・的 な

用語が用い られていない。 具体例 を挙 げるな らば、環境 コス ト、環境投資、環境支

出等、様 々な用語 が用い られ てい る。 そ して、それぞれの用語 に明確 な定義づけが

な されているわけでは、必ず しもない。 同 じ用語 であって も、それ を用 いる企業 が

異 なれば、別 の意 味で用い られ るこ ともある。

これ もまた環境会計 の多様性 の一つ と言 えるが、筆者は この投入 面にお ける貨幣

数値化可能 な情報の多様性 に着 目した。 これ は、 当該要素の多様性 が、環境会計情

報 を利用す る情報利用者に とって理解 を困難 にす る、 あるいは混乱 を生 じさせ る要

因である と考 えるか らである。 ここで、会計 に関す る知識や経験 を有するか否 かを

問わず、用語 の定義 が明確化 され なけれ ば、情報利用者は環境会計情 報を理解す る

ことが困難 になるとい うことが指摘で きる。すなわち、会計領域 ・実務 に関す る経

験や知識 をほ とん ど有 さない情報利用者 に とっては、環境保全活動 に対す る投入 面

の用語が企業 ごとに異 なる意味で用い られてい る とい う段 階で理解 が困難 にな る、

あ るい は混乱 をきたす。そ して、会計に関す る知識や経験 を有す る者 に とっては、

47



国 際 経 営 フォー ラムNo.15

上記 の点に加 えて、使用 されてい る用語が既存 の会計 と同様 の意味 ・用法で用 い ら

れてい るか否かを、用語 を 目にす るたび に考え、判断 しなければな らない とい う問

題 が生 じる とい うことである。

上記 の諸点を踏 まえ、筆者 は投入 面にお ける貨幣数値化可能な情報 の中の、環境

投資 とい う用語 に、特 に関心 を持 った。本来であれば、投資 とい う用語は、長期 に

わたって継続 的に実施 され る経営活動上のプ ロジェク トに対 して投入 され る金銭等

の支 出を意味す る。 そ して、プ ロジェク トの期間 を通 じて回収 され るこ とが前提 と

され る。 しか し、この投資 とい う用語が環境会計で用い られた場合 、投入 に対す る

回収 とい う関係 を成 立 させ てい るとは限 らない。そ して、必ず しも期間概念 を考慮

して用い られ てい る とも限 らない。 この点に、筆者 は特 に強い関心を抱いたので あ

る。そ して現実 に、環境投資 とい う単語は、その意味、用法等が今 なお明確化 され

てい ない。

そ こで筆者 は、 これ までに提 唱 ・実施 され てきた環境会計技法 にお ける環境 投資

概念 を概観 し、その多様性 と曖昧 さ、事例等 を提示す る。その上 で、筆者 が考 える

適切 な環境投資の定義 を挙 げる。 そ して、当該環境 投資概念 を積極的 に用 いた環境

会計技法 を提示 し、その有用性 の考察 を試み るものである。

「環境保全 と愛知万博 に関す る一考察」

柳 田 仁

は じ め に

イベ ン トと環 境 問題 、 資金 問題 は、何 時 もつ い て廻 る問題 で あ る。 本 稿 で は、特

に愛知 万博 と環 境 保 全 の 問題 に焦 点 を絞 って 考察 す る。

曲折 を経 て 開催 決 定 に漕 ぎつ け た愛 知 万博 も、2003年 ・9月24日現 在 、公 式 参 加 表

明 した 国 ・国際 機 関126(118力 国 と8機 関)と な り、 目標 と して い た100を 超 え た。 ま

た 、 開幕 まで1年 半前 の9月25日 には 第1期 分 の前 売 り入 場 券 の販 売 開始 をす る と こ

ろま で進 展 した。 街 角 で は、 「愛 知 万 博 を成 功 させ よ う」 「愛 ・地 球 博」 「愛 知 万博

ま で × × 日」等 とい う横 断幕 や電 光板 も見慣 れ た もの とな り、 更 に 開催 準備 に拍 車

が か か って い る。

本 稿 は、 表題 につ い て の概 要 をま とめた 中間報 告 で あ る。 た だ 、本 年 度 は 、万博

開催 現 地 に出 張 して 、 主催者 、 出展 企 業 等 の ヒア リン グ、情 報収 集 を まだ実 施 して
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